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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等が含まれておりません。 

２．第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、旧商法第280条ノ19第2項に基づく新株引受

権（ストックオプション）の付与がなされておりますが、１株当たり当期純損失が計上されているため記載

しておりません。 

３．第８期において、「会計処理方法の変更」に記載のとおり、一部売上計上基準の変更を行っております。当

該変更が連結財務諸表に与える影響額につきましては当該記載欄に記入しております。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 3,190,802 4,700,474 8,457,875 10,680,594 14,618,455 

経常利益又は 

経常損失（△）（千円） 
△885,967 118,203 184,843 386,655 2,096,570 

当期純利益又は 

当期純損失（△）(千円) 
△1,685,115 108,411 162,595 846,160 1,251,838 

純資産額（千円） 2,659,917 2,783,257 2,927,427 3,864,994 5,290,016 

総資産額（千円） 5,089,877 4,860,936 7,123,498 8,655,199 13,311,401 

１株当たり純資産額（円) 181,502.39 189,928.97 199,726.25 86,741.52 116,530.96 

１株当たり当期純利益又

は当期純損失（△)（円） 
△114,985.67 7,397.91 11,095.49 19,043.65 27,856.83 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益（円） 
－ 7,393.77 10,966.03 18,793.74 26,621.10 

自己資本比率（％） 52.3 57.3 41.1 44.7 39.7 

自己資本利益率（％） △126.7 3.9 5.6 21.9 23.7 

株価収益率（倍） － 57.58 38.12 11.39 58.15 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△610,774 △276,460 △1,303,058 945,663 △355,331 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△1,099,342 321,285 △79,105 △92,119 △199,410 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
1,498,579 △700,404 788,665 △373,497 1,709,872 

現金及び現金同等物の期

末残高（千円） 
1,617,815 1,011,719 422,839 900,820 2,058,181 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者

数） 

56 

（29)

75 

(18)

114 

(25)

138 

(34)

175 

(16)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２．第５期の潜在株式調整後１株あたり当期純利益金額は、旧商法第280条ノ19第２項に基づく新株引受権（ス

トックオプション）の付与がなされておりますが、１株当たり当期純損失が計上されているため記載してお

りません。 

３．平成16年２月16日開催の取締役会決議により、平成16年５月20日付けで１株を３株とする株式分割を行って

おります。これにより普通株式が29,317.2株増加しております。 

４．第８期において、「会計処理方法の変更」に記載のとおり、一部売上計上基準の変更を行っております。当

該変更が連結財務諸表に与える影響額につきましては当該記載欄に記入しております。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 2,839,636 4,661,159 8,430,421 10,526,267 14,238,964 

経常利益又は 

経常損失（△）（千円） 
△575,028 90,616 163,768 308,757 1,826,489 

当期純利益又は 

当期純損失（△)（千円） 
△1,772,942 86,902 145,658 783,155 1,043,332 

持分法を適用した場合の

投資利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,009,925 2,009,925 2,010,508 2,048,761 2,122,862 

発行済株式総数（株） 14,655.6 14,655.6 14,658.6 44,561.8 45,400.8 

純資産額（千円） 2,659,917 2,745,213 2,894,471 3,753,118 4,945,628 

総資産額（千円） 5,089,877 4,800,271 7,092,574 8,455,064 12,818,931 

１株当たり純資産額（円) 181,502.39 187,332.89 197,477.79 84,230.71 108,944.62 

１株当たり配当額（円）

（うち１株当たり中間配

当額） 

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

2,500 

(－)

１株当たり当期純利益又

は当期純損失（△)（円） 
△120,976.17 5,930.09 9,939.69 17,625.66 23,216.99 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益（円） 
－ 5,926.77 9,823.71 17,394.36 22,187.08 

自己資本比率（％） 52.3 57.2 40.8 44.4 38.6 

自己資本利益率（％） △50.0 3.2 5.1 23.6 21.1 

株価収益率（倍） － 71.83 42.55 12.31 69.78 

配当性向（％） － － － － 10.8 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

56 

(19)

66 

(18)

80 

(25)

85 

(34)

103 

(15)



２【沿革】 

年月 沿革 

平成９年10月 株式会社ブイ・テクノロジーとして神奈川県厚木市に設立（資本金30,000千円） 

平成10年４月 大阪支店を開設 

平成10年６月 福岡支店を開設 

平成12年４月 当社製品の販売を目的として韓国にV Technology Korea Co.,Ltd.設立（現・連結子会社） 

平成12年12月 東京証券取引所マザーズに株式を上場（資本金2,009,925千円） 

平成13年５月 北米における研究開発及び製造拠点としてV Technology North America Inc.及び

V Technology USA Inc.を設立（連結子会社） 

平成13年11月 台湾に営業拠点としてV-TEC Co.,Ltd.を設立（現・連結子会社）  

平成14年２月 北米における連結子会社２社を売却 

平成14年３月 福岡支店を閉鎖 

平成14年11月 大阪支店を閉鎖 

平成15年４月 亀山事務所（三重県）を開設 

平成16年10月 本社を現在地（横浜市保土ヶ谷区）に移転 

平成17年6月  液晶ディスプレイの基盤製造装置ビジネスへ参入として株式会社ブイ・イメージング・テクノロ

ジーを横浜市保土ヶ谷区に設立（連結子会社） 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、連結子会社３社により構成され、従来からの事業である液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）やプ

ラズマディスプレイパネル（ＰＤＰ）に代表されるフラットパネルディスプレイ（ＦＰＤ）の製造工程における検査

装置、測定装置、観察装置、修正装置の検査関連装置事業に加え、当連結会計年度より液晶基板製造装置事業（露光

装置）を立ち上げました。国内及び東アジアのＦＰＤメーカーを主な得意先として事業活動を行っております。 

 国内子会社は、新たに液晶基板製造にかかわる装置の開発、製造、販売を主な事業内容とする株式会社ブイ・イメ

ージング・テクノロジーを当社全額出資により平成１７年６月に設立いたしました。 

 海外子会社は、ＦＰＤメーカーに対する受注活動、販売サポート、製品のメンテナンス、消耗部品等の販売を行っ

ており、韓国の子会社のV Technology Korea Co.,Ltd.及び台湾の子会社V-TEC Co.,Ltd.はそれぞれ当該地域及隣接

地域の顧客を対象に活動しております。韓国子会社は、顧客要求により一部製品の製造、販売も行っております。 

（グループ展開図） 

 当社グループの事業の関連を図によって示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

（注）当連結会計年度において、所有割合が83.3%から100%になっております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．臨時雇用者数（パート、アルバイト及び派遣社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載をしておりま

す。 

３．事業の種類別セグメント情報を記載しておらず、また、複数の事業部門等がありませんので、連結会社にお

ける従業員数の合計を全社として記載しております。 

４．従業員数が前連結会計年度末に比し37名増加しましたのは、主として、海外ユーザーへの対応のために海外

子会社の従業員を19名増員したこと、及び、当社の業務拡大に伴い中途採用等により18名増員したことによ

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．臨時雇用者数（パート、アルバイト及び派遣社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載をしておりま

す。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

４．従業員数が前事業年度末に比し18名増加しましたのは、業務拡大に伴い中途採用等により増員したことによ

ります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

（連結子会社） 

V Technology Korea  

Co.,Ltd. （注） 

Cheonan,chung-

Nam,Korea 

300百万 

ウォン 

検査関連装置の販

売（仲介）及びメ

ンテナンス 

100.0 役員の兼務有り 

（連結子会社） 

V-TEC Co.,Ltd. 

Kuei-Shan 

Hsiang, Tao- 

Yuan Shen, 

Taiwan, 

8,550千 

NTドル 

検査関連装置の販

売（仲介）及びメ

ンテナンス 

100.0 役員の兼務有り 

（連結子会社） 

株式会社ブイ・イメ

ージング・テクノロ

ジー  

  

横浜市 

保土ヶ谷区  

神戸町  

  

490百万 

円 

液晶ディスプレイ

等の基盤製造装置

の開発、製造、販

売 

 100.0 役員の兼務有り 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

全社（注3） 175 （16）  

合計 175 （16） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

103（15） 37.7 3.3 6,466,111 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加、個人消費の持ち直しなど、回復基調

で推移しています。また、当社グループの商圏である東アジアにおいては、ＩＴ関連財が主導して景気拡大が続い

ております。 

 当社グループの主要取引先のＦＰＤ業界は、パネル価格の下落などの問題点はあるものの、投資意欲は総じて高

い水準で推移しています。ただし、個々の企業収益にバラツキが生じており、台湾では第１位のＡＵＯが第４位の

ＱＤＩを吸収する旨発表があったように再編が進む可能性があります。 

 このような状況の中、主力商品の修正装置を中心に拡販に努めた結果、当社グループの当連結会計年度における

受注高は14,886百万円（受注残高9,801百万円）と好調に推移いたしました。 

 売上に関しては、主に修正装置が伸長がしたこと、仕向地別では国内及び韓国メーカー向けが好調だったことか

ら14,618百万円（前年比37%増）となりました。 

 利益に関しては、利益率の高い修正装置の売上比率が高かったこと、また、原価の低減や追加コストの発生抑制

に努めた結果、売上総利益率が改善（対前年比7％増加）し、売上拡大に伴う販売費及び一般管理費の増加（対前

年比200百万円増加）を吸収し、連結営業利益は2,170百万円（対前年比327％増）、連結経常利益は2,096百万円

（対前年比442％増）となりました。また、税務上の繰越欠損金が解消したことによる納付税額の増加及び法人税

等調整額の見直しにより税金費用が増加しておりますが、上記状況から連結純利益は1,251百万円（対前年比48％

増）と過去最高益を計上するに至りました。 

 事業別には、検査関連装置事業の連結売上高は14,154百万円（対前年比33％増）、上記に記載した内容から営業

利益は2,180百万円（対前年比329％増）となりました。 

 液晶基板関連装置事業につきましては、平成17年６月に液晶基板製造装置の開発、製造を目的として㈱ブイ・イ

メージング・テクノロジーを設立し、新規事業を立ち上げました。当連結会計年度の連結売上高は評価機とその周

辺業務のみの463百万円でした。研究開発費用が嵩んだことから、連結営業利益は9百万円の赤字となりました。な

お、顧客評価の結果、製造ライン用の露光装置の正式受注につながり、当期受注額は3,049百万円となりました。 

 所在地別セグメントの業績は次の通りです。 

①日本 

 国内は、台湾、国内メーカーの投資意欲に支えられて、外部売上高13,557百万円（前年同期比31％増）、営業

利益1,841百万円（前年同期比321％増）となりました。 

②アジア（日本除く） 

 販売手数料を収入とする販売仲介ビジネス及びメンテナンス業務を主要な業務としておりますが、当連結会計

年度より、顧客の要請により一部製品で子会社が直接販売を開始しており、外部売上高は1,060万円（前年同期

比180％増）、営業利益は316百万円（前年同期比329％増）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ1,157百万円

増加し2,058百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は355百万円（前年同期は945百万円の取得）でありました。主として売上債権の

増加3,617百万円（前年同期は158百万円の減少）による資金の使用、税金等調整前当期純利益2,071百万円（前

年同期は360百万円の利益）、仕入債務の増加749百万円（前年同期は921百万円の増加）による資金の取得に拠

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は199万円（前年同期は92百万円の使用）でありました。主として有形固定資産

の取得による資金の使用143百万円（前年同期は76百万円の使用）に拠ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果取得した資金は1,709百万円（前年同期は373百万円の使用）でありました。主として短期借入

金の純増による資金の取得1,800百万円（前年同期は100百万円の使用）に拠ります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．露光関連装置事業セグメントの新設に伴い、従来の機種別区分に変えてセグメント別の状況を表示し

ております。 

(2）受注状況 

 受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．露光関連装置事業セグメントの新設に伴い、従来の機種別区分に変えてセグメント別の状況を表示し

ております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

検査関連装置事業（千円） 12,959,560 18.9 

液晶基盤製造装置事業（千円） 400,000 － 

合計（千円） 13,359,560 22.6 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％) 受注残高（千円) 前年同期比（％)

検査関連装置事業（千円） 11,836,937 △15.4 6,816,471 △24.1 

液晶基盤製造装置事業（千円） 3,049,221 662.3 2,985,500 646.4 

合計 14,886,158 3.4 9,801,971 4.5 



(3）販売実績 

 販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．露光関連装置事業セグメントの新設に伴い、従来の機種別区分に変えてセグメント別の状況を表示し

ております。 

３．主な相手先別の販売実績は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

検査関連装置事業（千円） 14,154,734 32.5 

液晶基盤製造装置事業（千円） 463,721 － 

合計（千円） 14,618,455 36.9 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 
総販売実績に
対する割合 
（％） 

金額（千円） 
総販売実績に
対する割合 
（％） 

QUANTA DISPLAY INC. 636,500 5.6 2,366,144 16.2 

シャープ株式会社 － － 2,234,115 15.3 

日本サムスン株式会社 1,498,000 14.0 1,657,000 11.3 

エルジージャパン株式会社 1,312,000 12.3 1,804,000 12.3 

CHUNGWA PICTURE TUBES.LTD. 1,345,653 12.6 － － 

大日本印刷株式会社 1,333,459 12.5 － － 



３【対処すべき課題】 

 マーケティング力、製品開発力の強化を図り、顧客ニーズに適合する検査関連装置および液晶基盤製造装置を

市場に提供し、収益力を高めるとともにグローバル化に対応できる企業を目指して、次の課題に重点をおいて取

り組んでまいります。 

     ①重点分野への集中及びフルラインナップによる「トータルソリューション」路線の推進  

  当社は、技術優位性等を勘案し、当面、成長率、市場規模ともに拡大しているＬＣＤ市場に経営資源を集中

してまいります。また、設立以来「トータルソリューション」の提供を目標として検査関連装置の一括供給体

制を整るべく装置開発に努め、検査装置、測定装置、観察装置及び修正装置のフルラインナップ化を実現して

まいりましたが、今後ともＬＣＤ関連装置の大型化に対応した技術開発を進め、フルラインナップによる「ト

ータルソリューション」を実現する装置群の提供により他社との差別化を進めてまいります。 

  

 ②海外事業展開 

  ＬＣＤ及びＰＤＰ業界の設備投資は、世界の中で日本、韓国、中国に集中しております。当社は、韓国及び

台湾に拠点を有し、営業活動とメンテナンスサービスの現地化を進めてまいりました。海外子会社を製造拠点

として活用すること、あるいは現地での製造協力企業を見つけるなどの、生産体制を整えていくことを検討し

ています。また、ユーザーの中国展開については常に監視し、新たな事業拠点の開設についても検討していき

ます。 

  

 ③売掛債権の回収期間の短縮 

  ＦＤＰメーカー各社は、生産性向上のため、より大型のガラス基盤を使用した大型製造ラインを構築してい

ます。大型ラインでは、装置を設置してからラインが正常に稼動するまでの期間がより長期化する傾向にあり

ます。したがって、当社の売掛債権の一部は、回収までの期間が長期化しており、加えて当社売上が拡大して

いるため、売掛債権が増大する傾向にあります。 

 当社は、売掛債権の増加を回避する為、当社に有利な取引条件で販売できるよう優位性の高い製品開発に努

めると共に、顧客との取引条件の見直し交渉を実施し、売掛債権の回収早期化を図ってまいります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月29日）現在において当社グルー

プが判断したものであります。 

(1)特定の市場への依存について 

 当社グループの取引先は液晶パネルメーカー及び液晶用カラーフィルターメーカーに特化しております。した

がって、液晶パネルの市況並びに設備投資動向は当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 各メーカーとも積極的な生産設備の増強を行っており、中・長期的な展望でもＦＰＤパネルの需要は増大する

と予測されておりますが、当社のＦＰＤ検査関連装置のシェア上昇や売上の増加を保証するものではありませ

ん。また、ＦＰＤメーカー各社は、生産性向上のため、導入する生産設備を次第に大型化しており、それに伴い

１件あたりの設備投資額も高額化しております。そのため、受注獲得状況や納入時期の変動が業績へ及ぼす影響

は次第に大きくなる可能性があります。 

(2)製品の生産及び部品の供給について  

  当社グループの製品の生産及び部品の供給は全面的に第三者に依存しております。主要な生産委託先及び部品

供給先とは協力会を組織し、定期的な会合を通じて、当社グループの事業状況及び今後の事業計画を共有し、強

固な協力体制を築く努力をしております。また、同種製品や部品を扱うことができるサプライヤーを複数確保す

る体制を進めております。かかる努力にも係らず、取引先の経営方針の変更、経営状況の悪化、天変地異や事故

による操業停止などにより、製品あるいは部品の供給に支障が生じた場合は当社グループの経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。 

(3)競合について 

 当社グループが事業を展開するＦＰＤ市場において当社が販売する各種の装置は、そのそれぞれに複数の競合

メーカーがあり、激しい競争にさらされています。かかる競争ゆえに当社にとって有利な価格決定をする事は困

難な状況にあります。この競合状態は当社グループの利益の維持に対する大きな圧力となっており、当該圧力は

特に市場が低迷した場合に顕著となります。 

(4)ノウハウの流失について 

 当社グループは製品や部品の開発設計を担当し、製造は協力会社に委託しております。協力会社との間で、当

社の技術・ノウハウの他への転用・利用を禁止する旨の契約を締結するとともに、当社グループの供給する部品

のブラックボックス化や画像処理ソフトウエアの開示制限等によりノウハウの社外流失防止を図っています。 

 上記の措置によっても人材の流失等による外部流失の可能性を否定することは出来ないと考えております。 

(5)製品の瑕疵について 

 当社グループの製品の品質管理に関しては十分な注意を払っておりますが、先端技術あるいは新技術を用いた

製品を扱うことも多く、納入時点では予見できない瑕疵が発生することを否定できません。瑕疵の内容によって

はその修復に多大な費用と時間を要する場合があり、当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。 



(6)海外拠点 

 当社グループの海外展開は主要顧客へのサポート体制確立のため、韓国及び台湾に現地法人を設立しておりま

す。また、ＦＰＤメーカーの中国展開の動向を踏まえ、中国における拠点開設も検討しております。海外では予

期しない規制や法律、政情不安、社会的混乱、為替、人材確保などのリスクが存在しております。これらの事象

によっては当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。  

(7)人材確保と育成 

  当社グループの業容は、液晶業界の発展と共に急拡大していること、新事業を立ち上げたことなどから、優秀

な人材の確保及び育成が急務となっております。このため即戦力となる人材を中心に積極的な採用活動を行って

おります。しかしながら、当社グループが必要とする人材の確保、育成が十分にできない場合、あるいは現在在

籍する優秀な人材が退職した場合、当社グループの現在及び将来の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(8)知的財産権について 

 当社は、技術の流出の危険性に対する防止策及び競合他社に対する知的財産権上の優位性の維持、獲得のため

特許、実用新案の出願を積極的に行っております。しかしながら、特定の国や地域では、当社の知的財産権の保

護が十分にできない場合があり、当社の知的財産権を無断使用して類似製品を製造することにより、損害を被る

可能性があります。一方、第三者の知的財産権についてはこれを侵害しないよう努めておりますが、万が一抵触

した場合には多額の係争費用や損害賠償金などの発生の可能性は否定できません。いずれの場合も、経営成績や

財政状態に多大な影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、現時点で当社の知的財産権に第三者からの侵害または当社グループが第三者の知的財産権への抵触に対

する係争はありません。 

(9)キャッシュ・フロー状況の異常な変動 

 当社グループの現金及び現金同等物の期末残高は20億5千8百万円で、前連結会計年度に比べ11億5千7百万円増

加しています。これは液晶パネルメーカーの旺盛な投資に伴う当社グループの売上拡大にあたり、近い将来必要

となる運転資金の一部を有利な条件で確保したこと、当期に新設した子会社において事業活動が本格化しておら

ず、資金が一時的に滞留していることなどの理由に拠ります。 

 また、営業キャッシュ・フローにつきましては、当連結会計年度は3億5千5百万円の使用（前年同期は9億4千5

百万円の取得）となりましたが、売上が大幅に増加していることに加え、当連結会計年度は会計期末に売上が集

中したため、売上債権が増加（36億1千7百万円）した影響から営業キャッシュ・フローが悪化しております。 

 営業キャッシュ・フローの改善に向け、債権回収の早期化を当社の対処すべき課題に掲げており、引き続き努

力していく所存ですが、取引先の設備投資の規模や時期に大きく影響される可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

  該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社グループは、光学設計技術、精密機械制御技術及び回路技術と関連するソフトウェア設計技術を融合したオ

プト・メカトロニクス技術を核として、業界をリードする製品及び製品の基幹要素技術の研究開発を進めておりま

す。 

 当社グループの研究開発は、当社及び国内子会社にて行っておりますが、公知技術に基づく光学部品や通信ソフ

トウェアなどの特定分野の技術開発については社外へ開発委託しております。 

 当連結会計年度における研究開発は、新製品及び新機能の開発、既存製品の機能及びソフトウェア改良、画像処

理関連等の要素技術開発を主な目的としており、その金額は507,424千円となっております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月29日）現在において当社グループが判

断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たりましては、決算日における資産・負債の報告数値及び報告期間に

おける収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行い、その判断に基づいて算定した数値を報

告数値に反映させなければなりません。当社では、費用（原価）の認識、製品保証引当金、棚卸資産等に関する

見積り及び判断について、継続して評価を行っております。過去の実績や現時点で得られる今後の状況などの

様々な要因に基づいて判断及び見積りを行っておりますが、見積り特有の不確実性から、実際の結果と異なる場

合があります。 

当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される判断と見積りに大きな

影響を及ぼすと考えております。 

①費用（原価）の認識 

当社製品の多くは引渡し時点で即時使用できるものではなく、取引先の工場へ搬入した後、装置の据付及び

調整を行う必要があります。また、当社の装置は生産設備の一部を形成しているため、他社納入の生産設備と

の連携をとりながらライン全体が稼動するまでの作業が必要となる場合があります。このため売上計上時以降

に多額の費用が発生する場合があります。この作業に掛かる費用については、可能な限り過去の実績等から見

積り、製造原価として認識しております。 

 当社製品の仕様は納入先によって微妙に違う場合が多く、部品の交換やソフトウェアの修正等に予想外に多

額の費用が掛かる可能性があります。 

②製品保証引当金 

当社は、製品の売上を認識する時点で、製品検収後１年間の無償保証期間における無償修理に掛かる費用の

見積額を計上しております。費用の見積りは過去の実績に基づき、報告期間の売上高に一定割合を乗じて算定

しておりますが、実際の製品の瑕疵にともなう無償修理費の発生額が見積りと異なる場合は、製品保証引当金

の修正が必要となる可能性があります。 

③棚卸資産 

当社グループでは、棚卸資産、主に製造委託先に支給する部品やメンテナンス用の部品について、将来の使

用可能性を個々に判断し、使用可能性の低い部品については評価減を計上しております。製品の安定生産のた

めには、供給の不安定な部品や長納期の特殊部品は一定数量を確保しておく必要がありますが、液晶業界では

基板サイズの大型化の進展が早く、当社製品も大型化していく過程で、過去に使用していた部品を使用できな

くなる可能性があります。この場合、棄損引当の積み増しが必要となる可能性があります。 

④繰延税金資産 

当社では、繰延税金資産の回収可能性について定期的に評価を行っております。 

 繰延税金資産の回収可能性については、将来の課税所得の予測によりますが、課税所得の予測は当社製品の

市況や当社の事業活動の状況、その他の要因により変化します。課税所得の予測によっては、評価性引当金の

増額が必要になってくる場合があります。回収可能性がないと判断した場合には繰延税金資産を修正し、税金

費用の増加により当期純利益が減少します。 



(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①概要 

当社グループの当連結会計年度における経営成績は、ＦＰＤ業界の積極的な設備投資に支えられたことによ

り、前連結会計年度に比し、売上高は3,937百万円の大幅な増収となり、営業利益は1,662百万円の増加、経常

利益は1,709百万円の増加、当期純利益は405百万円の増加となりました。 

②売上高 

検査関連装置のなかでも、修正装置（55％増）が牽引し、売上高は前連結会計年度に比べ37％増収の14,618

百万円となりました。また、数量は前年比8％の伸びでしたが、メーカーの製造する基板サイズが第６世代

（1500×1800ミリ）、さらに第７世代（1800×2200ミリ）へと大型化していること、及び、高付加価値製品の

市場投入によって製品単価が上昇したことから売上高の伸びは数量の伸びを上回りました。 

 販売先地域では、メーカー数が多く、競争の激しい台湾への売上高が前連結会計年度に比べ3％増収の4,996

百万円、韓国メーカー向けは61％増収の4,980百万円と海外向けが好調に推移しました。  

③売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は売上高の増加に伴い、前連結会計年度（8,495百万円）に比べ24％増の10,569百万円となりまし

た。原価率は、原価（特に追加発生する分）の管理を強化したことから、前連結会計年度に比べ7.2ポイント

減少いたしました。 

 販売費及び一般管理費は前連結会計年度（1,676百万円）に比べ200百万円増加（前年比12％増）し1,877百

万円となりました。売上増加に対応して人員を増強したこと、競合他社との差別化のための新技術の開発や次

世代基板サイズへの対応などの研究開発投資を増加（前年比146百万円増）したこと、及び、出荷数量増加に

伴い発送費が増加（前年比33百万円増）したことなどに拠ります。 

④営業利益 

 営業利益は、売上高の増加及び原価率低減により前連結会計年度（508百万円）に比べ327％増益の2,170百

万円となりました。 

⑤営業外費用 

 営業外費用は、前連結会計年度（136百万円）に比べ、38百万円減少し98百万円となりました。これは、不

要原材料を廃棄（23百万円）したこと、及び、将来の原材料廃棄に備え評価損（42百万円）の引き当てが減少

したことに拠ります。 

⑥経常利益、純利益及びその他の項目 

 経常利益は、上記理由から前連結会計年度（386百万円）に比べ1,709百万円増益の2,096百万円となりまし

た。 

 特別利益は、貸倒引当金戻入益の計上です。特別損失は25百万円（前年比6百万円減）となりました。主に

不要資産の廃却による14百万円の支出に拠ります。 

少数株主利益は、当社子会社のV Technology Korea Co.,Ltd.の少数株主に帰属する利益からなり、当連結

会計年度は13百万円となりました。なお、期中において100％子会社としております。 

 法人税、住民税及び事業税の額は、上記記載の理由から大幅に収益が改善したことにより、787百万円とな

りました。 

 法人税等調整額は、主として、税務上の繰越欠損金が解消し税金費用が増加したことにより、19百万円を計

上しております。 

 当期純利益は、上記の内容から、前連結会計年度に比べ405百万円増益の1,251百万円となりました。 



(3) キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ1,157百万

円増加し2,058百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ1,300百万円減少し、355百万円の資金の使用と

なりました。主として売上債権の増加3,617百万円（前年同期は158百万円の減少）による資金の使用、税金等調

整前当期純利益2,071百万円(前年同期は360百万円の利益）、仕入債務の増加749百万円(前年同期は921百万円の

増加）による資金の取得に拠ります。 

投資活動の結果使用した資金は199百万円（前年同期は92百万円の使用）でありました。主として有形固定資

産の取得による資金の使用143百万円（前年同期は76百万円の使用）に拠ります。 

財務活動の結果取得した資金は1,709百万円（前年同期は373百万円の使用）でありました。主に短期借入金の

純増による資金の取得1,800百万円（前年同期は100百万円の使用）に拠ります。 

(4) 現状の課題及び今後の方針等 

ＦＰＤ業界はパネル価格の急落などパネルメーカー各社にとって経営環境は厳しくなりつつありますが、基板

サイズの大型化や歩留り向上による生産コストの低減化を目的とした投資は依然衰えておりません。しかし中・

長期的には伸びが期待できる市場ではあっても、投資の谷間は必ずあると考えており、そのような環境下でも収

益の維持に努力していく所存です。以下に記載する項目が当社グループの重要な課題、方針であることを認識

し、問題解決に努めてまいります。 

①新規事業 

当社グループの業績が良い状況下にあるうちに、次の収益の源泉を掘り起こす必要があります。市場規模が

大きく、ＬＣＤパネルメーカーからの需要が見込める液晶基板製造装置のビジネス（当初は露光装置の製造・

販売）に新技術をもって参入するため、新たに子会社（株式会社ブイ・イメージング・テクノロジー）を設立

しております。この技術はパネルメーカーの製造コスト削減に大きく貢献できる可能性があります。当連結会

計年度は試作機を納入し、その性能について一定の評価を得ております。量産機の正式受注も決まり、翌期以

降の飛躍を目指し事業環境の整備及び更なる研究開発の強化を行っていきます。 

②部品販売の強化 

当社製品に搭載している基幹部品やシステムは当社独自の技術であり、これらは当社製品が活用される工程

以外の工程にも利用可能な技術です。当社製品の販売に影響のない前工程の装置メーカーや異業種のメーカー

に対して、基幹部品及びシステムの利用を提案し、販売を推進していきます。なお、当連結会計年度において

オートフォーカスユニット「URANUS」やレーザー加工機「Callisto」を製品化し、外販を開始しております。

③新製品開発 

 当社の検査、修正、計測、観察装置のそれぞれの分野には、競合メーカーが複数社存在し、これら競合メー

カーとの競争において商談を優位に進める上で、技術優位性を保持し続けることが重要です。当連結会計年度

では、カラーフィルター用インクリペア機能を製品化し、修正装置の拡販に貢献しております。また、配光膜

欠陥修正装置の製品化の目処が立ち、翌期以降の販売に注力していきます。翌期以降も、顧客からの要求に沿

った新たな付加機能を開発し、競争力を高めていく方針です。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループは、ファブレスのため大規模な設備投資は行っておりません。設備投資は、技術開発や販売促進に使

用する機器や事務機器が中心となります。今期は、新技術の評価用や販促用（展示デモ）に使用する目的で修正装置

を製作、固定資産に計上しております。 

 なお、当連結会計年度において、重要な設備の売却、除却はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）在外子会社 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．臨時雇用者数（パート、アルバイト及び派遣社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載をしておりま

す。 

３．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

提出会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、原則として当社で策定しております。ただし、事務機器などの重要性の乏し

い案件については連結子会社各社が個別に策定しております。 

(1）重要な設備の新設 

該当事項はありません。 

(2）重要な改修 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
（人） 

建物 
（千円） 

機械装置 
（千円） 

工具器具備品
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

（神奈川県横浜市） 

ディスプレイ製

品及びプリント

基板の測定装

置、検査装置の

開発製造販売 

設計開発設備

及びデモ機 
18,026 8,727 174,951 201,706 
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(15)

  平成18年３月31日現在

会社名 所在地 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業 
員数 
（人） 

建物及び  
構築物 
（千円） 

機械装置、車
両運搬具及び
工具器具備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

V Technology Korea   

Co.,Ltd. 

Cheonan,chung  

-Nam,korea 

ディスプレイ製

品及びプリント

基板の測定装

置、検査装置の

開発製造販売 

設計開発設備

及びデモ機 
92,768 3,284 96,053 27 

種類 名称 年間リース料（千円） 

車両及び運搬具 フォークリフト及び営業車 4,912 

工具器具備品 他 パソコン他 6,873 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」には、平成17年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使に

より発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

(イ）旧商法第280条の19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりであり

ます。 

①平成12年４月24日臨時株主総会決議 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 175,903 

計 175,903 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 45,400.8 45,611.8 
東京証券取引所 

（マザーズ） 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 45,400.8 45,611.8 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年3月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年5月31日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 499 374 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 129,630 同左 

新株予約権の行使期間 
平成14年5月１日から 

平成19年4月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  129,630 

資本組入額  64,815 
同左 

新株予約権の行使の条件 

平成12年4月24日開催の臨時株主

総会及び同日開催の取締役会の決

議に基づき、当社と対象取締役及

び従業員との間で締結する「新株

引受権付与契約」に定めるものと

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡、またはこれに担保権を設定

できない。新株引受権の相続は認

めない。 

同左 



 (ロ）旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年６月27日定時株主総会決議 

② 平成15年６月27日定時株主総会決議 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 293 232 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 293 232 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 164,561 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日から 

平成19年６月29日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  164,561 

資本組入額  82,281 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）本新株予約権者は、本新株予

約権の行使時において、当社

の役員または従業員の地位を

保有していることを要する。

ただし、当社の役員が任期満

了により退任した場合、当社

の従業員が定年退職した場

合、その他これに準ずる正当

な理由のある場合はこの限り

ではない。 

(2）本新株予約権者の相続人によ

る本新株予約権の行使は認め

ない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 334 309 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 334 309 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 287,334 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から 

平成20年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  287,334 

資本組入額 143,667 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）本新株予約権者は、本新株予

約権の行使時において、当社

または当社の関係会社の取締

役、監査役または従業員でな

ければならない。 

(2）本新株予約権者の相続人によ

る本新株予約権の行使は認め

ない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 



③ 平成16年６月29日定時株主総会決議 

④ 平成17年６月28日定時株主総会決議 

(A) 平成17年７月４日取締役会決議 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 663 663 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 663 663 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 196,823 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日から 

平成21年６月29日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     196,823 

資本組入額     98,412 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）本新株予約権者は、本新株予

約権の行使時において、当社

または当社の関係会社の取締

役、監査役または従業員でな

ければならない。 

(2）本新株予約権者の相続人によ

る本新株予約権の行使は認め

ない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日) 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,004 1,004 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,004 1,004 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 468,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

468,000 

234,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）本新株予約権者は、本新株予

約権の行使時において、当社

または当社の関係会社の取締

役、監査役または従業員でな

ければならない。 

 (2）本新株予約権者の相続人によ

る本新株予約権の行使は認め

ない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 本新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 



(B) 平成18年３月30日取締役会決議 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 428 428 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 428 428 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,749,825 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日から 

平成22年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,749,825 

資本組入額  874,913 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）本新株予約権者は、本新株予

約権の行使時において、当社

または当社の関係会社の取締

役、監査役または従業員でな

ければならない。 

(2）本新株予約権者の相続人によ

る本新株予約権の行使は認め

ない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．新株引受権（ストックオプション）の権利行使 

２．株式分割  １株を３株に分割 

３．新株引受権（ストックオプション）および新株予約権の権利行使 

４．欠損てん補 

５．新株引受権（ストックオプション）及び新株予約権の権利行使 

６．事業年度の末日後、報告書提出日までの増減は以下のとおりであります。 

平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、新株引受権及び新株予約権（ストックオプショ

ン）の行使により、発行済株式総数が211株、資本金及び資本準備金がそれぞれ16,712千円増加しており

ます。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年４月１日～

平成16年３月31日 

（注１）

3 14,658.6 583 2,010,508 583 2,514,178 

平成16年5月20日 

（注２）
29,317.2 43,975.8 － 2,010,508 － 2,514,178 

平成16年４月１日～

平成17年３月31日 

（注３）

586 44,561.8 38,253 2,048,761 38,253 2,552,431 

平成17年6月28日  

（注４）
－ － － － △847,731 1,704,700 

平成17年４月１日～

平成18年３月31日 

（注５）

839 45,400.8 74,101 2,122,862 74,100 1,778,800 



(4）【所有者別状況】 

（注）自己株式の5株は「個人その他」に含めて記載しております。 

(5）【大株主の状況】 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況

（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 10 18 133 44 5 4,990 5,200 － 

所有株式数（株） － 10,194 2,553 3,253 4,426 9 24,962 45,397 3.8 

所有株式数の割合

（％） 
－ 22.46 5.62 7.17 9.75 0.02 54.98 100 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

杉本 重人 東京都世田谷区 5,013.2 11.04 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 4,241.0 9.34 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 2,811.0 6.19 

内田 莊一郎 東京都港区 1,828.0 4.03 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3 1,753.0 3.86 

ブイ テクノロジー社員持株

会 

神奈川県横浜市保土ヶ谷区134 YBPイーストタ

ワー9F  
1,558.2 3.43 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町2-6-4  1,028.0 2.26 

株式会社菱光社 東京都中央区日本橋茅場町3-7-3 766.8 1.69 

ビーエヌピー パリバ セキュ

リティーズ サービス ロンド

ン/ジャステック/ユーケーレ

ジデンツ 

（常任代理人）香港上海銀行

東京支店 

 10 HAREWOOD AVENUE NW1 6AA LONDON, U.K. 

（東京都中央区日本橋3-11-1）  

700.0 1.54 

資産管理サービス信託銀行株

式会社 （証券投資信託口） 

東京都中央区晴海1-8-12 晴海アイランド ト

リトンスクエアオフィスタワーＺ棟 
649.0 1.43 

計 － 20,348.2 44.81 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。なお、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。  

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     5 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 45,392 45,392 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

端株 普通株式    3.8  － 同上 

発行済株式総数 45,400.8 － － 

総株主の議決権 － 45,392 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ブイ・テ

クノロジー 

神奈川県横浜市保土ヶ谷

区神戸町134番地 
5 － 5 0.01 

計 － 5 － 5 0.01 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき

新株引受権を付与する方法、旧商法280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法、会社法第

236条、第238条及び239条の規定に基づき新株予約権を発行する方法、会社法第361条第1項第1号及び第3号の規定

に基づき新株予約権を発行する方法によるものです。 

 当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

（平成12年４月24日臨時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、新株引受権方式により、平成12年４月24日の臨時株主総会において

決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割等により発行価格を下回る払込金額で新株式を発行（転換社債の転換、新株引受権証券

による権利行使および旧商法第280条ノ19に基づく新株引受権行使の場合を含まない）する場合は、次

の算式により発行価格を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。なお、権利行使に

より取得する株式が額面株式の場合は、発行価格は当社額面普通株式の額面金額を下回らないものとす

る。 

また新株式の数は、当社が株式分割を行う場合は次の算式により調整される。調整の結果生じる１株未

満の端数については、これを切り捨てる。 

２．それぞれの行使条件は次の通りであります。 

①(ア）本新株引受権の行使において、当社の取締役、監査役または従業員（子会社を含む）であることを

要する。 

(イ）本新株引受権の行使については、平成14年５月１日から平成15年４月30日までは付与を受けた本新

株引受権の目的たる株式の50％、平成15年５月１日から平成16年４月30日までは付与を受けた本新株

引受権の目的たる株式の75％を上限としてこれを行使することができる。また、１回の行使手続にお

いて行使しうる株式数は、１株の整数倍に限り、１株未満となる部分については１株として行使する

ことができる。 

(ウ）当社株式が店頭登録有価証券として日本証券業協会に登録または日本国内の証券取引所に上場され

た後、１ヶ月経過した場合、かつ、公開日以降の当社の決算に関する株主総会において承認された当

社の損益計算書上の年間売上高が50億円を上回った場合に限り、行使することができる。 

②(ア）本新株引受権の行使において、当社の取締役、監査役または従業員（子会社を含む）であることを

要する。 

(イ）本新株引受権の行使については、平成14年５月１日から平成15年４月30日までは付与を受けた本新

株引受権の目的たる株式の50％、平成15年５月１日から平成16年４月30日までは付与を受けた本新株

引受権の目的たる株式の75％を上限としてこれを行使することができる。また、１回の行使手続にお

いて行使しうる株式数は、１株の整数倍に限り、１株未満となる部分については１株として行使する

ことができる。ただし、新株引受権の行使に係わる新株の発行価格の年間の合計額は、10,000,000円

を超えないものとする。 

決議年月日 平成12年４月24日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役２名及び従業員34名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注１） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上（注２） 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 調整後発行価格＝ 
既発行株式数×調整前発行価格＋新発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 

 調整後新株数＝ 
調整前新株数×調整前発行価格 

調整後発行価格 



（平成13年6月28日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、平成13年６月28日の第４回定時株主総会において決議されたもので

あります。 

 （注）１．株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は、分割または併合の

比率に応じ比例的に調整される。 

２．権利付与日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所マザーズ市

場における当社無額面普通株式の普通取引の終値（以下「終値」）という。）の平均値の金額（１円未

満単位の端数は切り上げる。）とする。ただし、当該金額が権利付与日の終値（当日に終値がない場合

は、それに先立つ直近の終値）を下回る場合には、当該終値とする。 

権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、発行価額は分割または併合の比率に応じ比例

的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。また、権利付与日以降、時

価を下回る価格で新株式を発行（転換社債の転換、新株引受権証券および旧商法第280条ノ19に基づく

新株引受権の権利行使の場合を除く。）する場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。 

なお、権利行使により取得する株式が額面株式の場合は、発行価額は当社額面普通株式の額面金額を下

回らないものとする。 

決議年月日 平成13年6月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役１名及び従業員15名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注２） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後発行価格 ＝ 調整前発行価格 × 新規発行前の株価 

    既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



（平成14年6月27日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の役員および従業員に対して、ストックオプションと

して特に有利な条件で新株予約権を発行することを、平成14年６月27日第５回定時株主総会において特別決議され

たものであります 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生のときをもって次の算式により新株予

約権の目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は、本件新株予約権のうち当該時点

で権利行使をしていない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場

合は、これを切り捨てるものとする。 

また、当社が他社との合併、株式交換、会社分割等により、目的となる株式の数の調整を必要とする場

合には、取締役会が適当と判断する株式の数に変更されるものとする。 

２．新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（ただし、１円未満の端数は切り上

げる。）とする。ただし、かかる金額が新株予約権発行の日の終値（当日に終値がない場合は、それに

先立つ直近日の終値とする。）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値をもって払込金額とする。

なお、当社が株式分割、株式併合を行う場合、それぞれの効力発生のときをもって、次の算式により払

込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げるものとする。 

また、当社の合併、株式交換、会社分割等により、払込金額の調整を必要とする場合には、取締役会が

適当と判断する払込金額に変更されるものとする。 

決議年月日 平成14年6月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役１名及び従業員22名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注２） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

1 

分割または併合の比率 



（平成15年6月27日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の役員および従業員に対して、ストックオプションと

して特に有利な条件で新株予約権を発行することを、平成15年６月27日第６回定時株主総会において特別決議され

たものであります。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生のときをもって次の算式により新株予

約権の目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は、本件新株予約権のうち当該時点

で権利行使をしていない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場

合は、これを切り捨てるものとする。 

また、当社が他社との合併、株式交換、会社分割等により、目的となる株式の数の調整を必要とする場

合には、取締役会が適当と判断する株式の数に変更されるものとする。 

２．新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（ただし、１円未満の端数は切り上

げる。）とする。ただし、かかる金額が新株予約権発行の日の終値（当日に終値がない場合は、それに

先立つ直近日の終値とする。）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値をもって払込金額とする。

なお、当社が株式分割、株式併合を行う場合、それぞれの効力発生のときをもって、次の算式により払

込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げるものとする。 

また、当社の合併、株式交換、会社分割等により、払込金額の調整を必要とする場合には、取締役会が

適当と判断する払込金額に変更されるものとする。 

決議年月日 平成15年6月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役３名及び従業員38名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注２） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1 

分割または併合の比率 



（平成16年6月29日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社並びに当社子会社の役員および従業員に対して、スト

ックオプションとして特に有利な条件で新株予約権を発行することを、平成16年６月29日第７回定時株主総会にお

いて特別決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整す

るものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない目的たる株

式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

また、当社の合併、株式交換、会社分割等により、目的となる株式の数の調整を必要とする場合には、

取締役会が適当と判断する株式の数に変更されるものとする。 

２．新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（ただし、１円未満の端数は切り上

げる。）とする。ただし、かかる金額が新株予約権発行の日の終値（当日に終値がない場合は、それに

先立つ直近日の終値とする。）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値をもって払込金額とする。

なお、当社が株式分割、株式併合を行う場合、それぞれの効力発生のときをもって、次の算式により払

込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。 

また、当社の合併、株式交換、会社分割等により、払込金額の調整を必要とする場合には、取締役会が

適当と判断する払込金額に変更されるものとする。 

決議年月日 平成16年6月29日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役３名及び従業員39名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注２） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1 

分割または併合の比率 



（平成17年６月28日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社並びに当社子会社の役員および従業員に対して、スト

ックオプションとして特に有利な条件で新株予約権を発行することを、平成17年６月28日第８回定時株主総会にお

いて特別決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整す

るものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない目的たる株

式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

また、当社の合併、株式交換、会社分割等により、目的となる株式の数の調整を必要とする場合には、

取締役会が適当と判断する株式の数に変更されるものとする。 

２．新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（ただし、１円未満の端数は切り上

げる。）とする。ただし、かかる金額が新株予約権発行の日の終値（当日に終値がない場合は、それに

先立つ直近日の終値とする。）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値をもって払込金額とする。

なお、当社が株式分割、株式併合を行う場合、それぞれの効力発生のときをもって、次の算式により払

込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。 

また、当社の合併、株式交換、会社分割等により、払込金額の調整を必要とする場合には、取締役会が

適当と判断する払込金額に変更されるものとする。 

決議年月日 平成17年６月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

A  当社取締役3名及び従業員90名 

B   当社取締役3名及び従業員50名、当社子会社の取

締役1名及び従業員47名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注２）  

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1 

分割または併合の比率 



（平成18年６月28日定時株主総会決議） 

① 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の従業員等並びに当社の関係会社の役員及び従業

員に対して、ストックオプションとして特に有利な条件で新株予約権を発行することを、平成18年６月28日第９

回定時株主総会において決議されたものであります。 

（注）１．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない目的たる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

また、当社の合併、株式交換、会社分割等により、目的となる株式の数の調整を必要とする場合には、

取締役会が適当と判断する株式の数に変更されるものとする。 

 ２．新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（ただし、１円未満の端数は切り上

げる。）とする。ただし、かかる金額が新株予約権発行の日の終値（当日に終値がない場合は、それに

先立つ直近日の終値とする。）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値をもって払込金額とする。

なお、当社が株式分割、株式併合を行う場合、それぞれの効力発生のときをもって、次の算式により払

込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。 

また、当社の合併、株式交換、会社分割等により、払込金額の調整を必要とする場合には、取締役会が

適当と判断する払込金額に変更されるものとする。 

決議年月日 平成18年６月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の従業員並びに当社関係会社の役員及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 200株を上限とする。（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注２） 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日から平成23年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権者は、権利行使時において当社の執

行役員または従業員、並びに当社の関係社の役

員または従業員の地位を保有していることを有

する。ただし、任期満了による退任、定年退

職、関係会社への移籍、役員就任その他これら

に準ずる正当な理由のある場合はこの限りでは

ない。 

(2）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使

は認めない。 

(3）その他の行使条件については，取締役会決議に

より決定する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要

す。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1 

分割または併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行 

株式数 
× 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額  

１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



② 会社法第361条第１項第３号の規定に基づき、当社の取締役に対して、ストックオプションとしての新株予約

権を発行することを、平成18年６月28日第９回定時株主総会において決議されたものであります。  

（注）１．当社普通株式200株を各事業年度の定時株主総会の日から１年以内の日に発行する新株予約権を行使す

ることにより交付を受けることのできる株式数の上限とする。 

株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない目的たる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。  

また、当社の合併、株式交換、会社分割等により、目的となる株式の数の調整を必要とする場合には、

取締役会が合理的な範囲内で目的となる株式の数を調整するものとする。 

 ２．新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（ただし、１円未満の端数は切り上

げる。）とする。ただし、かかる金額が新株予約権発行の日の終値（当日に終値がない場合は、それに

先立つ直近日の終値とする。）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値をもって払込金額とする。

なお、当社が株式分割、株式併合を行う場合、それぞれの効力発生のときをもって、次の算式により払

込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。 

また、当社の合併、株式交換、会社分割等により、払込金額の調整を必要とする場合には、取締役会が

適当と判断する払込金額に変更されるものとする。 

決議年月日 平成18年６月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 200株を上限とする。（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注２） 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日から平成23年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権者は、権利行使時において当社の取

締役の地位を保有していることを有する。ただ

し、任期満了による退任、その他これらに準ず

る正当な理由のある場合はこの限りではない。 

(2）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使

は認めない。 

(3）その他の行使条件については，取締役会決議に

より決定する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要

す。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1 

分割または併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行 

株式数 
× 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額  

１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

 なお、平成17年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、取締役会の決議

をもって自己の株式を買受けることができる」旨を定款に定めております。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

 なお、平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、取締役会の決議

により市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。  

３【配当政策】 

 当社は、将来の事業拡大や経営基盤強化のために必要な内部留保の充実をはかりつつ、配当の安定性・継続性を

考慮の上、経営成績に応じた利益還元を行うことを基本方針といたします。具体的には配当性向10％以上を目標と

し、今後の事業環境（収益、投資、研究開発支出など）を勘案しつつ決定いたします。 

 上記方針に則り、2005年度は１株当たり2,500円の配当を実施することを決定しました。 

 なお、現在においては会社法の施行に伴う配当の基準日及び回数の変更は予定しておりません。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,400,000 629,000 
1,300,000 

□447,000 
445,000 2,010,000 

最低（円） 220,000 218,000 
410,000 

□378,000 
148,000 208,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 930,000 1,170,000 1,700,000 1,870,000 2,010,000 1,630,000 

最低（円） 615,000 790,000 997,000 1,310,000 1,340,000 1,360,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
－ 杉本 重人 昭和33年７月９日生 

昭和56年４月 株式会社測機舎(現株式会社ソキ

ア)入社 

平成８年４月 同社計測営業部部長 

平成９年12月 当社代表取締役社長（現任） 

平成17年６月  株式会社ブイ・イメージング・

テクノロジー代表取締役社長（現

任） 

5,013.2 

常務取締役 － 梶山 康一 昭和27年２月24日生 

昭和49年４月 株式会社小松製作所(現コマツ株

式会社)入社 

昭和61年10月 アドモンサイエンス株式会社代表

取締役社長 

平成11年10月 イノテック株式会社入社 

平成12年２月 当社入社 技術顧問 

平成12年４月 取締役 

平成14年５月 常務取締役 開発部長 

平成17年４月 常務取締役 技術、開発担当 

平成17年12月 常務取締役 開発担当（現任） 

97.2 

取締役 － 藤岡 讓三郎 昭和27年３月９日生 

昭和49年４月 伊藤忠商事株式会社入社 

平成８年４月 伊藤忠テクスマック株式会社 

 東京支店システム機械本部シス

テム機械部長 

平成13年４月 株式会社タカトリ入社、東京支

店長 

平成14年４月 当社入社、営業部長 

平成16年６月 取締役営業部長 

平成16年６月  V-TEC Co.,Ltd.董事長（現任） 

平成17年４月 取締役 営業、子会社担当（現

任） 

24.0 

常勤監査役 － 藤井 邦夫 昭和15年9月23日生 

昭和39年４月 旭化成株式会社入社 

 以後、主に繊維関係の生産プロ

セス、検査システム、生産情報

管理システム等生産技術関連業

務を担当 

平成８年６月 株式会社エイ・ティバッテリー

代表取締役副社長 

平成15年６月 同社退社 

平成16年６月 当社常勤監査役（現任） 

― 

監査役 － 濱野 勝義 昭和13年7月17日生 

昭和32年４月 富士自動車株式会社（現小松ゼノ

ア株式会社）入社 

昭和46年３月 株式会社測機舎（現株式会社ソキ

ア）入社 

昭和62年４月 同社統括本部総務部長 

 株式会社測機舎エンタープライズ

代表取締役 

平成２年４月 同社製造本部部品製造部長 

 株式会社松田ソキア代表取締役 

平成12年３月 当社入社 

平成13年６月 監査役（現任） 

5.4 

 



 （注）１．藤井邦夫及び中西一之の両名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．上記役員のほか、業務執行の効率化をはかるため執行役員として岡藤満雄（関係会社統括）、和田 正（技

術統括）を選任しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

監査役 － 中西 一之 昭和14年１月26日生 

昭和37年４月 伊藤忠商事株式会社入社 

平成元年７月 同社化学品部門機能化学品本部副

本部長 

平成２年７月 伊藤忠ファインケミカル株式会社

代表取締役副社長 

平成８年６月 同社代表取締役社長 

平成12年６月 同社代表取締役会長 

平成14年７月 有限会社平河サイエンス 

 代表取締役 

平成15年６月 当社監査役（現任） 

- 

    計 5,139.8 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、永続的な利潤の追求と企業価値の増大をはかるため

に、経営監督機能が十分に機能する組織体であることが必要であると認識しております。そのために、社外監査役を

選任し、経営執行機能の監視・監査機能の強化をはかっております。また、株主をはじめとする利害関係者に対し、

経営の透明性を高めるために、適時、公平かつ十分な情報開示に努めております。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社は、監査役制度を採用しております。取締役会は取締役３名で構成されており、刻々と変化する経営環境に

迅速に対応できるよう、月１回の定例取締役会のほか、必要に応じ適宜実施しております。また、取締役に部長を

加えた経営会議において、取締役会での決定事項を伝達し、情報の共有化を加速することで変化の早い業界に対応

した迅速な対処が出来るよう体制整備を行っております。 

監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名の計３名で構成されており、常勤監査役１名と非常勤監査役１

名は社外監査役です。常勤監査役は取締役会、経営会議に常時出席しており、非常勤監査役も同程度の頻度で取締

役会、経営会議に出席しており、取締役の執務を十分に監査できる体制となっております。また、内部監査室（人

員１名）が設けられており、監査役との協力関係の下、必要な業務監査を実施しております。 

当社は監査法人トーマツと監査契約を締結しており、業務を執行した公認会計士は三宅秀夫、鳥野 仁の２名で

す。また補助者として公認会計士２名、会計士補３名、その他１名で構成され、通常の会計監査のほか、適宜業務

監査を実施しております。 

弁護士には業務執行上の必要に応じて助言を受けております。重要な法務的事項は相談の上、必要な処置を施し

ております。 

当社と社外監査役との間における人的、資本的関係はありません。また、取引関係については継続的なものはあ

りません。なお、当期は社外監査役中西一之との間で以下の取引があります。 

区分 氏名または会社名 取引内容 取引金額 

監査役 
中西一之 

有限会社平河サイエンス代表取締役 
研究の委託 600千円



(2) 役員報酬の内容 

当事業年度における取締役及び監査役に支払った報酬 

取締役 支給人員３名 67,702千円 

監査役 支給人員３名 12,780千円 

（注）当社に社外取締役はおりません。 

  

(3) 監査報酬の内容 

当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  17,000千円 



第５【経理の状況】 

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。   

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日か

ら平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財

務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※1  900,820   2,058,181  

２．受取手形及び売掛金   4,905,488   8,541,553  

３．たな卸資産   1,591,129   1,486,597  

４．繰延税金資産   513,362   494,053  

５．その他   311,245   193,891  

貸倒引当金   △1,261   △2,078  

流動資産合計   8,220,784 95.0  12,772,198 96.0 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  114,930   133,386   

減価償却累計額  11,938 102,992  20,768 112,617  

(2）機械装置  231,393   56,358   

減価償却累計額  185,535 45,857  47,605 8,753  

(3）車両運搬具  1,527   －   

減価償却累計額  1,527 0  － －  

(4）工具器具備品  247,204   371,688   

減価償却累計額  130,172 117,032  170,680 201,008  

有形固定資産合計   265,882 3.1  322,379 2.4 

２．無形固定資産        

(1）その他   16,436   16,254  

無形固定資産合計   16,436 0.2  16,254 0.1 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券    6,756   11,117  

(2）その他   145,340   189,451  

投資その他の資産合計   152,096 1.7  200,569 1.5 

固定資産合計   434,415 5.0  539,203 4.0 

資産合計   8,655,199 100.0  13,311,401 100.0 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   2,881,685   3,636,176  

２．短期借入金 ※1  1,000,000   2,800,000  

３．１年内返済予定の長期
借入金 

※1  237,495   50,000  

４．未払金   214,630   289,054  

５．未払法人税等   29,790   803,485  

６．賞与引当金   65,076   88,686  

７．製品保証引当金   100,400   135,000  

８．その他   119,865   150,340  

流動負債合計   4,648,944 53.7  7,952,744 59.8 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金    100,000   50,000  

２．繰延税金負債    206   1,459  

３．退職給付引当金   13,417   17,182  

固定負債合計   113,624 1.3  68,641 0.5 

負債合計   4,762,568 55.0  8,021,385 60.3 

（少数株主持分）        

少数株主持分   27,636 0.3  －   

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※2  2,048,761 23.7  2,122,862 15.9 

Ⅱ 資本剰余金   2,552,431 29.5  1,778,800 13.4 

Ⅲ 利益剰余金   △747,451 △8.6  1,352,118 10.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  403 0.0  2,214 0.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定   11,596 0.1  35,601 0.3 

Ⅵ 自己株式 ※3  △746 △0.0  △1,581 △0.0 

資本合計   3,864,994 44.7  5,290,016 39.7 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  8,655,199 100.0  13,311,401 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   10,680,594 100.0  14,618,455 100.0 

Ⅱ 売上原価   8,495,262 79.5  10,569,919 72.3 

売上総利益   2,185,332 20.5  4,048,535 27.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  1,676,620 15.7  1,877,575 12.8 

営業利益   508,711 4.8  2,170,959 14.9 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  938   6,882   

２．連結調整勘定償却額  －   13,002   

３．為替差益  10,826   －   

４．その他  3,025 14,789 0.1 4,042 23,928 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  26,867   23,112   

２．為替差損  －   3,348   

３．材料評価損  73,302   42,899   

４．材料廃棄損  31,850   23,781   

５．その他  4,824 136,845 1.3 5,173 98,316 0.7 

経常利益   386,655 3.6  2,096,570 14.4 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益   －   358   

２．企業誘致助成金   6,000 6,000 0.1 － 358 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※3 42   6,361   

２．固定資産除却損 ※4 5,521   14,353   

３．減損損失  ※5  －   4,532   

４．本社移転費用   21,508   －   

５．貸倒損失   4,710 31,782 0.3 － 25,247 0.2 

税金等調整前当期純利
益 

  360,872 3.4  2,071,681 14.2 

法人税、住民税及び事
業税 

 15,667   787,251   

法人税等調整額  △513,432 △497,764 △4.6 19,365 806,616 5.5 

少数株主利益   12,476 0.1  13,226 0.1 

当期純利益   846,160 7.9  1,251,838 8.6 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,514,178  2,552,431 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

増資による新株の発行  38,253 38,253 74,100 74,100 

Ⅲ 資本剰余金減少高        

資本準備金取崩高   － － 847,731 847,731 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   2,552,431  1,778,800 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △1,593,612  △747,451 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

  １．当期純利益  846,160  1,251,838  

２．資本準備金取崩高  － 846,160 847,731 2,099,570 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   △747,451  1,352,118 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利
益 

 360,872 2,071,681 

減価償却費  73,844 78,925 

ソフトウェア償却費  30,726 5,286 

減損損失   － 4,532 

連結調整勘定償却額  △129 △13,002 

貸倒引当金の増加額  830 646 

賞与引当金の増加額  18,978 23,610 

製品保証引当金の増加
額 

 18,900 34,600 

退職給付引当金の増減
額（減少△） 

 △4,244 3,255 

受取利息及び受取配当
金 

 △938 △6,882 

為替差益  △8,226 △907 

支払利息・手形売却損  26,867 23,112 

有形固定資産売却損  42 6,361 

有形固定資産除却損  5,521 14,353 

売上債権の増減額（増
加△） 

 158,796 △3,617,701 

たな卸資産の増減額
（増加△） 

 △525,099 106,612 

その他流動資産の増減
額（増加△） 

 △137,675 121,478 

仕入債務の増加額  921,087 749,222 

その他流動負債の増加
額 

 69,646 115,358 

その他の固定資産の増
加額 

 △16,092 △21,627 

小計  993,709 △301,083 

利息及び配当金の受取
額 

 508 5,422 

利息の支払額  △27,885 △22,219 

法人税等の支払額  △20,668 △37,451 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 945,663 △355,331 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

関係会社株式の取得に
よる支出 

 △1,094 △27,860 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △1,278 △1,311 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △76,396 △143,740 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 9 1,600 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △13,359 △5,104 

短期貸付による支出  △20,844 △6,807 

短期貸付金の回収によ
る収入 

 20,844 5,000 

その他投資による支出  － △21,186 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △92,119 △199,410 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入れによる収入  2,900,000 20,650,000 

短期借入金の返済によ
る支出 

 △3,000,000 △18,850,000 

長期借入れによる収入  100,000 － 

長期借入金返済による
支出 

 △450,004 △237,495 

株式の発行による収入  76,506 148,202 

自己株式取得による支
出  

 － △834 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △373,497 1,709,872 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △2,065 2,230 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額 

 477,980 1,157,360 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 422,839 900,820 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※1 900,820 2,058,181 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ２社 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

(1）連結子会社の数 ３社 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

 連結子会社の名称 

 V Technology Korea Co.,Ltd. 

 V-TEC Co.,Ltd. 

  

連結子会社の名称 

 V Technology Korea Co.,Ltd. 

 V-TEC Co.,Ltd. 

  ㈱ブイ・イメージング・ 

  テクノロジー 

  

 上記の内、㈱ブイ・イメージング・

テクノロジーについては当連結会計

年度において新設したため、連結の

範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は連結決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 ロ たな卸資産 

商品、製品、材料、仕掛品 

 当社は、材料は移動平均法による原

価法を、それ以外は個別法による原価

法を、在外連結子会社は先入先出法に

よる原価法を採用しております。 

ロ たな卸資産 

商品、製品、材料、仕掛品 

同左 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法 

 貯蔵品 

        ────── 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 当社は、建物については定額法（附

属設備は定率法を採用）を、機械装置

及び工具器具備品については定率法を

採用し、在外連結子会社は、建物につ

いては定額法を、機械装置、車両運搬

具及び工具器具備品については定率法

を採用しております。 

イ 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は、建物に

ついては定額法（附属設備は定率法を

採用）を、機械装置及び工具器具備品

については定率法を採用し、在外連結

子会社は、建物については定額法を、

機械装置、車両運搬具及び工具器具備

品については定率法を採用しておりま

す。 

 （主な耐用年数） 

建物      3年～40年 

機械装置    5年～13年 

車両運搬具      5年 

工具器具備品 2年～17年 

（主な耐用年数） 

建物      3年～40年 

機械装置    5年～13年 

車両運搬具      5年 

工具器具備品 2年～18年 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ロ 無形固定資産 

ソフトウェア 

 当社は、製作委託した市場販売目的

のソフトウェアについては見込販売数

量に基づく償却額と見込販売可能期間

（３年）に基づく償却額のいずれか大

きい額を償却する方法を、自社利用の

ソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

ソフトウェア 

 当社及び国内連結子会社は、製作委

託した市場販売目的のソフトウェアに

ついては見込販売数量に基づく償却額

と見込販売可能期間（３年）に基づく

償却額のいずれか大きい額を償却する

方法を、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ 貸倒引当金 

同左 

 ロ 賞与引当金 

 当社は、従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将来の支給見

込額のうち、当連結会計期間の負担額

を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は、従業員

に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、将来の支給見込額のうち、当連

結会計期間の負担額を計上しておりま

す。 

 ハ 退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。 

ハ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております 

 ニ 製品保証引当金 

 当社は、契約上の保証期間内におけ

る当社の瑕疵に基づく支出に充てるた

め、無償サービス費の実績率に基づい

て算定した当連結会計年度の製品売上

に対応する金額を計上しております。 

ニ 製品保証引当金 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産・負債及び収益・

費用は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額については、

資本の部における為替換算調整勘定に含

めております。 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 当社は、リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たす金利スワップについては特例処理

を採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ヘッジ対象 

変動金利建ての借入金 

 

 ハ ヘッジ方針 

 借入金利息の変動リスクを回避する

目的で、変動金利建ての借入金に対し

て、金利スワップによるキャッシュ・

フローヘッジを行っております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

 ニ ヘッジの有効性の評価方法 

 特例処理の要件の判定をもって有効

性の判定に代えております。 

ニ ヘッジの有効性の評価方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、発生年度に全額償却

しております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の損失

処理について、連結会計年度中に確定し

た損失処理に基づいて作成しておりま

す。 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売上計上基準の変更 

 ＦＰＤ関連装置（ＬＣＤ・ＰＤＰ検査、測定、修正

装置等）など、製品の据付作業を伴うものの売上計上

について、従来は「出荷基準」によっておりました

が、当連結会計年度より、「据付完了基準」に変更し

ております。 

 これは、従来、製品出荷時において据付・調整作業

に要する原価を過去の実績に基づき見積りを行い、製

造原価として計上しておりましたが、近年のＦＰＤ業

界における基板サイズの大型化、高精細化により、顧

客工場への装置埴生後の据付・調整作業に係る原価の

不確実性が増してきたこと、及び、韓国・台湾のＦＰ

Ｄメーカーの台頭により海外への出荷量が増加してい

ることから、国内協力工場を出荷後、顧客工場までの

搬入に要する期間が長期化する傾向にあるといった現

状に対応し、より適切な期間損益計算を行うために変

更するものであります。 

 この結果、連結会計年度と同一の基準によった場合

に比べ、売上高は670,000千円減少し、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は238,309千円少なく計上されて

おります。 

固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）およ

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これにより税金等調整前当期純利益

は4,532千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

外形標準課税 

 「地方税法の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企

業会計基準委員会実務対応報告第12号）に従い、法人

事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、従来と比べ販売費及び一般管理費が16百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益が同額減少しております。 

 ────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 50,739千円 現金及び預金       51,647千円

上記に対する債務 上記に対する債務 

短期借入金 500,000千円

１年以内返済予定の長期借入金 125,000千円

短期借入金 1,000,000千円

※２．発行済株式の総数は、普通株式44,561.8株であり

ます。 

※２．発行済株式の総数は、普通株式45,400.8株であり

ます。 

※３．自己株式の総数は、普通株式4.2株であります。 ※３．自己株式の総数は、普通株式5株であります。 

  ４．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行９行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次の通りであります。  

当座貸越限度額 6,100,000千円

借入実行残高  2,200,000千円

差引額 3,900,000千円

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

発送費 280,988千円 

賞与引当金繰入額       38,180 

製品保証引当金繰入額      100,400 

従業員給料手当      193,022 

研究開発費 361,402 

発送費 314,892千円 

賞与引当金繰入額        47,054 

製品保証引当金繰入額 135,000 

従業員給料手当 199,788 

研究開発費   507,424 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

       361,402千円 507,424千円 

※３．固定資産売却損は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却損は次のとおりであります   

工具器具備品    42千円 

計  42 

 機械装置      6,361千円 

  計      6,361 

※４．固定資産除却損は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損は次のとおりであります。 

建物 

機械装置 

工具器具備品 

   4,866千円 

      83 

571 

計 5,521 

機械装置 

工具器具備品 

     13,421千円 

932 

計 14,353 

 ※５．  

          ───────   

  

 ※５．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しております。 

 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 
場所  用途  種類  

 神奈川県横浜市 デモ用設備   機械装置   

   当社グループは、事業用資産については各事業セグメ

ント別、遊休資産については他の資産又は資産グループ

のキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位として個別資産別にグルーピ

ングを行っております。 

 遊休資産について今後の用途が定まっていないことか

ら、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減

損損失（4,532千円）として特別損失に計上しておりま

す。 

 なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価額に

より測定しており、他への転用や売却が困難であるため0

円としております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

（千円） （千円） 

現金及び預金勘定 900,820 

現金及び現金同等物 900,820 

現金及び預金勘定 2,058,181 

現金及び現金同等物 2,058,181 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

有形固定資産    

(車両運搬具) 14,104 10,558 3,546 

(工具器具備
品) 

3,887 2,818 1,068 

無形固定資産    

(ソフトウェ
ア) 

12,558 9,211 3,347 

合計 30,550 22,587 7,962 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

有形固定資産    

(車両運搬具) 27,168 13,432 13,735 

(工具器具備
品) 

7,181 4,089 3,091 

無形固定資産    

(ソフトウェ
ア) 

12,558 11,722 836 

合計 46,908 29,245 17,663 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内     5,438千円

１年超 2,524 

計 7,962 

１年内 7,538千円

１年超 10,124 

計 17,663 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 6,313千円 

減価償却費相当額 6,313 

支払リース料     6,783千円 

減価償却費相当額 6,783 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

   (減損損失について) 

   リース資産に配分された減損損失はありません。  



（有価証券関係） 

その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いて

おります。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いて

おります。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、退職金支給規程に基づく社内積立の退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 なお、当社グループは退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 なお、当社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額（千円）
取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

株式 6,076 6,756 680 7,387 11,117 3,729 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

退職給付引当金（千円） 13,417 17,182 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

勤務費用（千円） 4,747 10,187 

退職給付費用（千円） 4,747 10,187 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  （千円）

（繰延税金資産）  

賞与引当金繰入限度超過額 26,389 

製品保証引当金繰入限度超過額 40,802 

未払事業税等 10,559 

未払金等否認額 161,287 

退職給付引当金繰入限度超過額 4,116 

材料評価損否認額 31,951 

有形固定資産除却損否認額 717 

繰越欠損金 242,371 

繰延税金資産小計 518,195 

評価性引当額 △4,763 

繰延税金資産合計 513,432 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △276 

繰延税金負債 △276 

繰延税金資産の純額 513,155 

  （千円）

（繰延税金資産）  

賞与引当金繰入限度超過額 36,042 

製品保証引当金繰入限度超過額 54,864 

未払事業税等 61,350 

未払金等否認額 270,045 

退職給付引当金繰入限度超過額 5,626 

材料評価損否認額 26,497 

有形固定資産除却損否認額 711 

売上値引否認額 42,704 

たな卸資産等の未実現利益  2,680 

繰延税金資産小計 500,522 

評価性引当額 △6,281 

繰延税金資産合計 494,241 

（繰延税金負債）  

為替差益 △130 

その他有価証券評価差額金  △1,515 

繰延税金負債 △1,646 

繰延税金資産の純額 492,594 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

  （％） 

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.0 

住民税均等割 0.8 

臨時特例企業税 1.6 

評価性引当額の増減 △176.8 

海外子会社の税率差異 △8.1 

その他 0.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △138.0 

  （％） 

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8 

住民税均等割額 0.2 

海外子会社税率差異 △2.0 

評価性引当額の増減 0.3 

その他 △1.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.4 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、同一セグメントに属するディスプレイ製品及びプリント基板の測定装置、検査装置の開

発、製造、販売を専業としております。従って、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 事業の種類別セグメントにつきましては、当連結会計期間において従来からのＦＰＤ検査関連装置事業に、

液晶基板製造装置事業が加わりました。ただし、ＦＰＤ検査関連装置事業の売上高、営業利益及び資産の金額

は、全セグメントの売上高、営業利益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計に占める割合がいずれも

90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……韓国、台湾 

  

 
日本 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 10,302,493 378,101 10,680,594 － 10,680,594 

(2）セグメント間の内部売上高 223,774 352,135 575,909 (575,909) － 

計 10,526,267 730,236 11,256,503 (575,909) 10,680,594 

営業費用 10,089,169 656,682 10,745,851 (573,968) 10,171,883 

営業利益 437,097 73,554 510,652 (1,941) 508,711 

Ⅱ．資産 8,455,064 379,604 8,834,669 (179,469) 8,655,199 

 
日本 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 13,557,548 1,060,906 14,618,455 － 14,618,455 

(2）セグメント間の内部売上高 1,112,415 445,385 1,557,801 (1,557,801) － 

計 14,669,964 1,506,291 16,176,256 (1,557,801) 14,618,455 

営業費用 12,828,615 1,190,188 14,018,804 (1,571,309) 12,447,495 

営業利益 1,841,348 316,102 2,157,451 13,507 2,170,959 

Ⅱ．資産 13,337,217 747,294 14,084,512 (773,110) 13,311,401 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……台湾、韓国、中国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 8,402,947 8,402,947 

Ⅱ 連結売上高（千円） － 10,680,594 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
78.7 78.7 

 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 10,058,633 10,058,633 

Ⅱ 連結売上高（千円） － 14,618,455 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
68.8 68.8 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．上記取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方法 

一般の金銭消費貸借契約に準じ、利息は当社借入金利を参考に決定しております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高は消費税を含んでおります。 

２．取引条件及び取引条件の決定方法 

 代表取締役杉本重人に対する貸付に係る取引条件は、一般の金銭消費貸借契約に準じ、利息は当社

借入金利を参考に決定しております。 

 ㈱インテグレイテッドソリューションズは当社代表取締役社長杉本重人及び常務取締役梶山康一が

議決権の78.1％を所有している会社であります。 

 知的財産権のライセンス料は対象製品の販売金額に一定の率を乗じたものであります。また、固定

資産取引他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。  

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

役員 杉本重人 
東京都世田

谷区 
－ 

当社代表

取締役社

長 

被所有 

直接 

12.1 

－ － 資金の貸付 20,844 － － 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

役員 杉本重人 
東京都世田

谷区 
－ 

当社代表

取締役社

長 

(被所有)  

直接 

11.0 

－ － 資金の貸付 5,000 － － 

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社

等  

㈱インテグ

レイテッド

ソリューシ

ョンズ  

東京都品川

区  
12 

ハイテク

関連製品

の研究開

発他 

(被所有)  

直接  

0.2 

2 

知的財産

権の使用

契約  

固定資産

取引他  

ライセンス

料の支払い

部品販売、

装置調整作

業受託 

固定資産等

購入  

20,000 

12,721 

1,970 

－ 

売掛金 

 － 

－ 

12,643 

－ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 86,741円52銭 

１株当たり当期純利益金額    19,043円65銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
18,793円74銭 

 

 平成16年５月20日付けで株式１株につき３株の株式分割

を行っております。当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額  66,575円42銭 

１株当たり当期純利益金額   3,698円49銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
3,653円89銭 

１株当たり純資産額   116,530円96銭 

１株当たり当期純利益金額      27,856円83銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
 26,621円10銭 

 
 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 846,160 1,251,838 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 846,160 1,251,838 

期中平均株式数（株） 44,432.7 44,938.3 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 590.9 2,086 

（うち新株予約権） (590.9) (2,086) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

平成15年６月27日定時株主総会決議 

  ストックオプション（新株予約権） 

普通株式567株 

平成17年６月28日定時株主総会決議   

ストックオプション（新株予約権） 

 普通株式428株 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は、平成17年５月16日開催の取締役会において子会社の設立を行う旨の決議をしております。 

 (1)新たな事業の概要及び設立の目的 

液晶ディスプレイの基板製造装置ビジネスへの参入をはかるため 

 (2)設立する子会社の概要 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度において、重要な後発事象はありません。 

  

商号 株式会社ブイ・イメージング・テクノロジー 

代表者 杉本 重人 

本店所在地 神奈川県横浜市保土ヶ谷区 

設立時期 平成17年６月 

事業内容 液晶ディスプレイ等の基板製造に関わる装置の開発、製造、販売 

資本金 ４億９千万円 

発行済株式総数 9,800株 

株主構成 当社100％ 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は期末借入金残高に対する利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

す。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,000,000 2,800,000 0.69 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 237,495 50,000 1.65 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 100,000 50,000 1.65 平成19年～20年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 1,337,495 2,900,000 － － 

  １年超２年以内（千円） ２年超３年以内（千円） 

長期借入金 50,000 － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※1  793,891   1,289,288  

２．受取手形   380,517   753,792  

３．売掛金   4,416,305   7,694,350  

４．製品   30,229   －  

５．材料   238,769   302,085  

６．仕掛品   1,311,847   1,136,141  

７．貯蔵品   1,250   －  

８．前渡金   33,346   49,486  

９．繰延税金資産   512,734   466,626  

10．未収還付消費税等   191,048   105,005  

11．その他   82,133   47,629  

流動資産合計   7,992,074 94.5  11,844,405 92.4 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  18,435   23,503   

減価償却累計額  1,802 16,633  5,477 18,026  

(2）機械装置  230,608   55,467   

減価償却累計額  184,848 45,760  46,739 8,727  

(3）工具器具備品  225,219   324,288   

減価償却累計額  119,064 106,154  149,337 174,951  

有形固定資産合計   168,548 2.0  201,706 1.6 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   16,206   15,338  

(2）電話加入権   229   229  

無形固定資産合計   16,436 0.2  15,567 0.1 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   6,756   11,117  

(2）関係会社株式   54,435   572,295  

(3）関係会社長期貸付金    83,000   －  

(4）出資金   －   21,186  

(5）敷金及び保証金    33,814   52,653  

(6）年金保険払込金   100,000   100,000  

投資その他の資産合計   278,006 3.3  757,252 5.9 

固定資産合計   462,990 5.5  974,526 7.6 

資産合計   8,455,064 100.0  12,818,931 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   944,010   1,253,282  

２．買掛金   1,927,790   2,364,968  

３．短期借入金 ※1  1,000,000   2,800,000  

４．１年内返済予定の長期
借入金 

※1  237,495   50,000  

５．未払金   213,558   351,556  

６．未払費用   27,841   35,870  

７．未払法人税等   29,033   729,752  

８．預り金   4,570   7,370  

９．賞与引当金   65,076   80,054  

10．製品保証引当金   100,400   135,000  

11．その他   42,300   305  

流動負債合計   4,592,076 54.3  7,808,161 60.9 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金    100,000   50,000  

２．繰延税金負債    206   1,459  

３．退職給付引当金   9,663   13,683  

固定負債合計   109,869 1.3  65,142 0.5 

負債合計   4,701,946 55.6  7,873,303 61.4 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※2  2,048,761 24.2  2,122,862 16.6 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  2,552,431   1,778,800   

資本剰余金合計   2,552,431 30.2  1,778,800 13.9 

Ⅲ 利益剰余金        

１．当期未処分利益又は   
   未処理損失(△） 

 △847,731   1,043,332   

利益剰余金合計   △847,731 △10.0  1,043,332 8.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  403 0.0  2,214 0.0 

Ⅴ 自己株式 ※3  △746 △0.0  △1,581 △0.0 

資本合計   3,753,118 44.4  4,945,628 38.6 

負債・資本合計   8,455,064 100.0  12,818,931 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   10,526,267 100.0  14,238,964 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品期首棚卸高   －   30,229   

２．当期製品製造原価  8,283,793   10,368,137   

３．当期製品仕入高  30,229   －   

合計 ※3 8,314,022   10,398,367   

４．他勘定振替高    －   30,229   

５．製品期末たな卸高  30,229 8,283,793 78.7 － 10,368,137 72.8 

売上総利益   2,242,474 21.3  3,870,827 27.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3  1,805,376 17.1  2,020,163 14.2 

営業利益   437,097 4.2  1,850,663 13.0 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息及び配当金 ※1 2,464   3,409   

２．有償支給差額差益  －   14,157   

３．雑収入  2,769 5,234 0.0 6,664 24,231 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息及び手形売却
損 

 26,867   23,112   

２．為替差損  1,462   1,493   

３．材料評価損  73,302   －   

４．材料廃棄損  31,850   23,781   

５．雑損失  91 133,574 1.3 17 48,405 0.3 

経常利益   308,757 2.9  1,826,489 12.9 

Ⅵ 特別利益        

１．企業誘致助成金  6,000 6,000 0.1 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損  ※4  －   6,361   

２．固定資産除却損 ※5 5,194   14,264   

３．本社移転費用   21,508   －   

４．減損損失  ※6  －   4,532   

５．貸倒損失   4,710 31,413 0.3 － 25,158 0.2 

税引前当期純利益   283,344 2.7  1,801,331 12.7 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

法人税、住民税及び事業
税 

 12,992   711,877   

法人税等調整額  △512,804 △499,811 △4.7 46,121 757,999 5.4 

当期純利益   783,155 7.4  1,043,332 7.3 

前期繰越損失   1,630,887   －  

当期未処分利益及び未
処理損失(△) 

  △847,731   1,043,332  



製造原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  5,816,417 61.6 6,209,459 56.7 

Ⅱ 労務費  584,371 6.2 757,814 6.9 

Ⅲ 経費 ※2 3,044,885 32.2 3,981,873 36.4 

当期総製造費用  9,445,674 100.0 10,949,148 100.0 

期首仕掛品たな卸高  698,291  1,311,847  

他勘定受入高   －  30,229  

合計  10,143,966  12,291,225  

期末仕掛品たな卸高  1,311,847  1,136,141  

他勘定振替高 ※3 548,326  786,946  

当期製品製造原価  8,283,793  10,368,137  

      

前事業年度 当事業年度 

１．原価計算方法 

個別原価計算を採用しております。 

１．原価計算方法 

同左 

※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。 

外注加工費    2,507,801千円 

減価償却費 92,848千円 

旅費交通費 182,511千円 

外注加工費 3,274,755千円 

減価償却費  64,580千円 

旅費交通費 202,524千円 

 ※３．      ──────  ※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 研究開発費 473,453千円 

無償サービス費 115,905千円 

原材料 97,290千円 

その他 100,296千円 



③【利益処分計算書及び損失処理計算書】 

損失処理計算書 利益処分計算書 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月28日） 
  

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 区分 
注記
番号

金額（千円） 

（当期未処理損失の処
理） 

      
（当期未処分利益の処
分） 

      

Ⅰ 当期未処理損失     847,731 Ⅰ 当期未処分利益     1,043,332 

Ⅱ 損失処理額       Ⅱ 利益処分額       

１．資本準備金取崩
額 

  847,731 847,731 １．配当金   113,489   

Ⅲ 次期繰越損失      － ２．任意積立金       

        (1）別途積立金   300,000 413,489 

        Ⅲ 次期繰越利益     629,842 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品、仕掛品 

 個別法に基づく原価法 

(1）製品、仕掛品 

              同左 

 (2）材料 

 移動平均法による原価法 

(2）材料 

同左 

 (3）貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(3）貯蔵品 

────── 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物 

 定額法を採用しております。なお、

附属設備は定率法によっております。 

(1）有形固定資産 

建物 

 定額法を採用しております。なお、

附属設備は定率法によっております。 

 機械装置、工具器具備品 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。 

建物       3年～15年 

機械装置    5年～13年 

工具器具備品  2年～17年 

機械装置、工具器具備品 

同左 

 なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。 

建物       3年～15年 

機械装置    5年～13年 

工具器具備品  2年～18年 

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア 

製作委託した市場販売目的のソフト

ウェア 

 見込販売数量に基づく償却額と見

込販売可能期間（３年）に基づく定

額償却額のいずれか大きい額を償却

する方法 

(2）無形固定資産 

ソフトウェア 

製作委託した市場販売目的のソフト

ウェア 

同左 

 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

自社利用のソフトウェア 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上する方法によっておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）製品保証引当金 

 契約上の保証期間内における当社の

瑕疵に基づく支出に充てるため、無償

サービス費の実績率に基づいて算定し

た当事業年度の製品売上に対応する金

額を計上しております。 

(3）製品保証引当金 

同左 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、計上しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たす金利スワップについては特例処理

を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

 ヘッジ対象 

 変動金利建ての借入金 

  

  

 (3）ヘッジ方針 

 借入金利息の金利変動リスクを回避

する目的で、変動金利建ての借入金に

対して、金利スワップによるキャッシ

ュ・フローヘッジを行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジの有効性の評価方法 

 特例処理の要件の判定をもって有効

性の判定に代えております。 

(4）ヘッジの有効性の評価方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売上計上基準の変更 

 ＦＰＤ関連装置（ＬＣＤ，ＰＤＰ検査、測定、修正

装置等）など、製品の据付作業を伴うものの売上計上

について、従来は「出荷基準」によっておりました

が、当事業年度より、「据付完了基準」に変更してお

ります。 

 これは、従来、製品出荷時において据付・調整作業

に要する原価を過去の実績に基づき見積りを行い、製

造原価として計上しておりましたが、近年のＦＰＤ業

界における基板サイズの大型化、高精細化により、顧

客工場への装置埴生後の据付・調整作業に係る原価の

不確実性が増してきたこと、及び、韓国・台湾のＦＰ

Ｄメーカーの台頭により海外への出荷量が増加してい

ることから、国内協力工場を出荷後、顧客工場までの

搬入に要する期間が長期化する傾向にあるといった現

状に対応し、より適切な期間損益計算を行うために変

更するものであります。 

 この結果、前事業年度と同一の基準によった場合に

比べ、売上高は670,000千円減少し、経常利益及び税引

前当期純利益は238,309千円少なく計上されておりま

す。 

固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日）およ

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成１５年１０月３１

日）を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益は4,532千円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

外形標準課税 

 「地方税法の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会

計基準委員会実務対応報告第12号）に従い、法人事業

税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。 

 この結果、従来と比べ販売費及び一般管理費が16百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益が同額減少しております。 

  

         ────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

定期預金  40,000千円

外貨通知預金  10,739千円

定期預金   40,000千円

外貨通知預金  11,647千円

担保付債務 担保付債務 

短期借入金 500,000千円 

１年以内返済予定の長期借入金 125,000千円 

短期借入金 1,000,000千円 

  

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 175,903 株 

発行済株式総数 普通株式 44,561.8株 

授権株式数 普通株式 175,903  株 

発行済株式総数 普通株式 45,400.8株 

※３．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式4.2株で

あります。 

※３．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式5.0株で

あります。 

４．      ────── ４．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行９行と当座貸越契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

の通りであります。                    

 当座貸越限度額  6,100,000千円

 借入実行残高 2,200,000千円

 差引額 3,900,000千円

５．配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が403千円増

加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

５．配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が2,214千円

増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

６．資本の欠損の額は、848,478千円であります。 ６．       ────── 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが告ぎのとおり含ま

れています。 

 関係会社よりの受取利息     2,075千円 

※１．       ────── 

  

  

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は49％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は51％であ

ります。  

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は43％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は57％であ

ります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

発送費   280,164千円 

販売手数料 400,497 

製品保証引当金繰入額       100,400 

賞与引当金繰入額       38,180 

給料手当       143,646 

減価償却費      4,191 

研究開発費      361,402 

無償サービス費 92,915 

発送費      306,619千円 

販売手数料    454,694 

製品保証引当金繰入額 135,000 

賞与引当金繰入額 46,026 

給料手当 142,596 

減価償却費 6,019 

研究開発費 473,453 

※３．研究開発費の総額 ※３．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費             361,402千円 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費              473,453千円 

※４．       ────── 
※４．固定資産売却損は、機械装置6,361千円でありま

す。 

※５．固定資産除却損は、建物4,539千円、機械装置83千

円、工具器具備品571千円であります。 

※５．固定資産除却損は、機械装置13,421千円、工具器

具備品843千円であります。 

※６．       ────── ※６．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産について、

減損損失を計上しております。  

 
場所 用途 種類 

 神奈川県 

 横浜市 
 デモ用設備  機械装置 

     当社は、事業用資産については各事業セグメント

別、遊休資産については他の資産又は資産グループ

のキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位として個別資産別

にグルーピングを行っております。 

 遊休資産について今後の用途が定めっていないこ

とから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（4,532千円）として特別損失に計

上しております。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、他への転用や売却が困

難であるため０円としております。 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度及び当事業年度において、子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

有形固定資産    

(車輌運搬具) 14,104 10,558 3,546 

(工具器具備
品) 

3,887 2,818 1,068 

無形固定資産    

(ソフトウェ
ア) 

12,558 9,211 3,347 

合計 30,550 22,587 7,962 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

有形固定資産    

(車輌運搬具) 27,168 13,432 13,735 

(工具器具備
品) 

7,181 4,089 3,091 

無形固定資産    

(ソフトウェ
ア) 

12,558 11,722 836 

合計 46,908 29,245 17,663 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,438千円 

１年超 2,524千円 

計 7,962千円 

１年内 7,538千円 

１年超 10,124千円 

計 17,663千円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 6,313千円 

減価償却費相当額 6,313千円 

支払リース料  6,783千円 

減価償却費相当額    6,783千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  （千円）

（繰延税金資産）  

賞与引当金繰入限度超過額 26,389 

製品保証引当金繰入限度超過額 40,802 

未払事業税等 10,559 

未払金等否認額 161,287 

材料評価損否認額 31,951 

退職給付引当金繰入限度超過額 3,863 

有形固定資産除却損否認額 717 

繰越欠損金 241,743 

繰延税金資産小計 517,314 

評価性引当額 △4,510 

繰延税金資産合計 512,804 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △276 

繰延税金負債合計 △276 

繰延税金資産の純額 512,527 

  （千円）

（繰延税金資産）  

賞与引当金繰入限度超過額 32,533 

製品保証引当金繰入限度超過額 54,864 

未払事業税等 60,703 

未払金等否認額 266,757 

材料評価損否認額 9,063 

退職給付引当金繰入限度超過額 5,560 

有形固定資産除却損否認額 711 

売上値引否認額 42,704 

繰延税金資産小計 472,898 

評価性引当額 △6,215 

繰延税金資産合計 466,682 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △1,515 

繰延税金負債合計 △1,515 

繰延税金資産の純額 465,167 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

担率との差異の原因となった主な項目別内訳 

  （％） 

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.4 

住民税均等割額 1.1 

臨時特例企業税 2.1 

評価性引当額の増減 △223.7 

その他 0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △176.4 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

 担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下 

 であるため注記を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  84,230円71銭 

１株当たり当期純利益金額   17,625円66銭 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
 17,394円36銭 

 

 平成16年５月20日付けで株式１株につき３株の株式分割

を行っております。当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。 

前事業年度 

１株当たり純資産額  65,812円64銭 

１株当たり当期純利益金額   3,313円23銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
3,273円27銭 

１株当たり純資産額 108,944円62銭 

１株当たり当期純利益金額 23,216円99銭 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
22,187円08銭 

 
 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 783,155 1,043,332 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 783,155 1,043,332 

期中平均株式数（株） 44,432.7 44,938.3 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 590.9 2,086 

（うち新株予約権） (590.9) (2,086) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

平成15年6月27日定時株主総会決議 

ストックオプション（新株予約権） 

普通株式  567株 

平成17年６月28日定時株主総会決議 ス

トックオプション（新株予約権） 

普通株式  428株 



（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は、平成17年５月16日開催の取締役会において子会社の設立を行う旨の決議をしております。 

(1)新たな事業の概要及び設立の目的 

液晶ディスプレイの基板製造装置ビジネスへの参入をはかるため 

(2)設立する子会社の概要 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

   当事業年度において、重要な後発事象はありません。 

  

商号 株式会社ブイ・イメージング・テクノロジー 

代表者 杉本 重人 

本店所在地 神奈川県横浜市保土ヶ谷区 

設立時期 平成17年６月 

事業内容 液晶ディスプレイ等の基板製造に関わる装置の開発、製造、販売 

資本金 ４億９千万円 

発行済株式総数 9,800株 

株主構成 当社100％ 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期減少欄の（  ）内は内書で、減損損失の計上額であります。 

２．当期増減額のうち、主なものは次のとおりであります。 

  銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 

投資有価証券 その他有価証券 凸版印刷株式会社 6,812.173  11,117 

  計 6,812.173  11,117 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(千円) 

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産        

建物 18,435 5,576 508 23,503 5,477 3,680 18,026 

機械装置 230,608 3,695 
178,836 

(25,222)
55,467 46,739 15,492 8,727 

工具器具備品 225,219 116,239 17,169 324,288 149,337 46,520 174,951 

建設仮勘定 － 71,914 71,914 － － － － 

有形固定資産計 474,263 197,425 
268,428 

(25,222)
403,259 201,553 65,694 201,706 

無形固定資産        

ソフトウェア 105,848 4,037 83,162 26,722 11,384 4,905 15,338 

電話加入権 229 － － 229 － － 229 

無形固定資産計 106,077 4,037 83,162 26,951 11,384 4,905 15,567 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

資産の種類 区分 内容 金額（千円） 

機械装置 減少額 デモ用検査装置 140,675 



【資本金等明細表】 

 （注）1.当期末における自己株式は5.0株であります。 

2.当期増加額は、旧商法280条の19に基づく新株引受権及び新株予約権の行使によるものであります。 

3.当期減少額は、欠損てん補によるものであります。  

【引当金明細表】 

 （注）製品保証引当金の「当期減少額（その他）」は洗替による戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 2,048,761 74,101 － 2,122,862 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （注1,2) （株） (44,561.8) (839) － (45,400.8)

普通株式（注2) （千円） 2,048,761 74,101 － 2,122,862 

計 （株） (44,561.8) (839) － (45,400.8)

計 （千円） 2,048,761 74,101 － 2,122,862 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 

（注2、3） 
（千円） 2,552,431 74,100 847,731 1,778,800 

計 （千円） 2,552,431 74,100 847,731 1,788,800 

利益準備金及

び任意積立金 

     － （千円） － － － － 

計 （千円） － － － － 

区分 
前期末残高 

(千円) 

当期増加額 

(千円) 

当期減少額 
（目的使用） 
(千円) 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 

(千円) 

賞与引当金 65,076 80,054 65,076 － 80,054 

製品保証引当金 100,400 135,000 － 100,400 135,000 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

①流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 258 

預金の種類  

当座預金 2 

普通預金 1,236,715 

別段預金 665 

外貨通知預金 11,647 

定期預金 40,000 

小計 1,289,030 

合計 1,289,288 

相手先 金額（千円） 

大日本印刷株式会社 379,422 

東京プロセスサービス株式会社 265,125 

凸版印刷株式会社 48,558 

その他 60,686 

合計 753,792 

期日別 金額（千円） 

平成18年４月 27,311 

５月 78,249 

６月 286,720 

７月 5,029 

８月 356,481 

合計 753,792 



ハ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

二．材料 

ホ．仕掛品 

相手先 金額（千円） 

シャープ株式会社 2,338,532 

QUANTA DISPLAY INC. 1,262,616 

DONGWOO FINE-CHEM Co.,LTD 619,000 

大日本印刷株式会社 570,833 

エルジージャパン株式会社 505,131 

CHUNGHWA PICTURE TUBES LTD． 468,211 

その他 1,930,025 

合計 7,694,350 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

4,416,305 14,628,964 11,350,919 7,694,350 59.6 151 

品目 金額(千円) 

装置用材料及び部品 302,085 

合計 302,085 

品目 金額(千円) 

ＬＣＤ関連装置 990,047 

その他 146,093 

合計 1,136,141 



②流動負債 

イ．支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

ロ．買掛金 

ハ．短期借入金 

相手先 金額（千円） 

株式会社サンテック 254,710 

株式会社ミツコシテックス 118,588 

メトロ電気株式会社 110,249 

その他 769,734 

合計 1,253,282 

期日別 金額（千円） 

平成18年４月 269,978 

５月 319,183 

６月 445,634 

７月 218,486 

合計 1,253,282 

相手先 金額（千円） 

株式会社サンテック 322,671 

株式会社シマズ 312,024 

立山マシン株式会社 216,408 

株式会社ソディックプラステック 188,515 

その他 1,325,348 

合計 2,364,968 

相手先 金額（千円） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,000,000 

株式会社あおぞら銀行 400,000 

商工組合中央金庫 400,000 

農林中央金庫  200,000 

株式会社横浜銀行  350,000 

株式会社みずほコーポレート銀行  200,000 

みずほ信託銀行株式会社 200,000 

その他 50,000 

合計 2,800,000 



二．未払法人税等 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

 法人税、住民税 580,385 

 事業税等 149,367 

合計  729,752 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 決算期の翌日から3ヶ月以内 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 １株券、１０株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 ────── 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱東京ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱東京ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱東京ＵＦＪ信託銀行株式会社 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱東京ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱東京ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱東京ＵＦＪ信託銀行株式会社 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第８期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第９期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

平成17年７月６日 関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権発行の

決議）に基づく臨時報告書であります。 

平成18年４月３日 関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権発行の

決議）に基づく臨時報告書であります。 

(4) 臨時報告書の訂正報告書 

平成18年４月28日 関東財務局長に提出 

平成18年４月３日提出の臨時報告書（新株予約権発行の決議）に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月28日

株式会社 ブイ・テクノロジー    

 取締役会 御中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 田村 稔郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ブイ・テクノロジーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ブイ・テクノロジー及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は製品の据付作業を伴うものの売上計上について、従来、「出

荷基準」によっていたが、当連結会計期間より、「据付完了基準」に変更している。なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月28日

株式会社 ブイ・テクノロジー    

 取締役会 御中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 烏野 仁   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ブイ・テクノロジーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ブイ・テクノロジー及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。   

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月28日

株式会社 ブイ・テクノロジー    

 取締役会 御中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 田村 稔郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ブイ・テクノロジーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ブイ・テクノロジーの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は製品の据付作業を伴うものの売上計上について、従来、「出

荷基準」によっていたが、当事業年度より、「据付完了基準」に変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月28日

株式会社 ブイ・テクノロジー    

 取締役会 御中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 烏野 仁   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ブイ・テクノロジーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ブイ・テクノロジーの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により財務諸表を作成している。    

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 
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